
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　各々が発電装置とエネルギー蓄積装置を有し、電力需要の日負荷特性が異なる複数の分
散電源システムが相互に接続された分散型エネルギーコミュニティーシステムにおいて、
　各分散電源システムについて、当該分散電源システムへの送電損失が当該分散電源シス
テムのエネルギー蓄積装置の充放電損失よりも小さくなるエリアを予め求め、各分散電源
システムから、発電装置の発電量を示すデータと、エネルギー蓄積装置のエネルギー貯蔵
量を示すデータと、負荷の電力消費量を示すデータを受信し、これらをもとに、各分散電
源システムが前記エリア内の送電損失が小さい分散電源システムから優先的に電力の供給
を受けるようにしながら、前記複数の分散電源システムの間で電力を融通し合うために必
要な発電量および受送電量の予定値を分散電源システムごとに計算し、該予定値を当該分
散電源システムに送信するセンタを有することを特徴とする分散型エネルギーコミュニテ
ィーシステム。
【請求項２】
　各々が発電装置とエネルギー蓄積装置を有し、電力需要の日負荷特性が異なる複数の分
散電源システムが相互に接続された分散型エネルギーコミュニティーシステムにおいて、
　前記各分散電源システムの発電量と、エネルギー貯蔵量と、負荷の電力消費量を含むデ
ータから得られた

予定値に基づいて、 分散電源システム間 電力 融通
制御 制御にもかかわらず、発電量が不足しエネルギー貯蔵量にも余裕がない分散
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、前記複数の分散電源システムの間で電力を融通し合うために必要な発
電量および受送電量の 前記複数の で を す
る と、該



電源システムが存在 、発電量が不足しておらずエネルギー貯蔵量にも余裕がある分散電
源システム 、前記発電量が不足しエネルギー貯蔵量にも余裕がない分散電源システム
へ 、送電損失が小さい分散電源システムから優先的に発電量および送電量
を増加させ ことを特徴とする分散型エネルギー
コミュニティーシステム。
【請求項３】
　前記センタは、発電装置とエネルギー蓄積装置を備え、前記センタからも前記複数の分
散電源システムに電力を融通する、請求項１または２に記載の分散型エネルギーコミュニ
ティーシステム。
【請求項４】
　各々が発電装置とエネルギー蓄積装置を有し、電力需要の日負荷特性が異なる複数の分
散電源システムが相互に接続された分散型エネルギーコミュニティーシステムの制御方法
において、
　前記分散型エネルギーコミュニティーシステムを制御するセンタが、
　各分散電源システムについて、当該分散電源システムへの送電損失が当該分散電源シス
テムのエネルギー蓄積装置の充放電損失よりも小さくなるエリアを予め求める段階と、
　各分散電源システムから、発電装置の発電量を示すデータと、エネルギー蓄積装置のエ
ネルギー貯蔵量を示すデータと、負荷の電力消費量を示すデータを受信する段階と、
　これらをもとに、各分散電源システムが前記エリア内の送電損失が小さい分散電源シス
テムから優先的に電力の供給を受けるようにしながら、前記複数の分散電源システムの間
で電力を融通し合うために必要な発電量および受送電量の予定値を分散電源システムごと
に計算する段階と、
　該予定値を当該分散電源システムに送信する段階

を有することを特徴とする分散型エネルギーコミュニティーシステムの制御方法。
【請求項５】
　各々が発電装置とエネルギー蓄積装置を有し、電力需要の日負荷特性が異なる複数の分
散電源システムが相互に接続された分散型エネルギーコミュニティーシステムの制御方法
において、

、 各分散電源システムの発電
量と、エネルギー貯蔵量と、負荷の電力消費量を含むデータから得られた

予定値に基
づいて、 制御にもかかわ
らず、発電量が不足しエネルギー貯蔵量にも余裕がない分散電源システムが存在 、発電
量が不足しておらずエネルギー貯蔵量にも余裕がある分散電源システム 、前記発電量
が不足しエネルギー貯蔵量にも余裕がない分散電源システムへ 、送電損失
が小さい分散電源システムから優先的に発電量および送電量を増加させ

ことを特徴とする分散型エネルギーコミュニティーシステムの制御方法。
【請求項６】
　前記センタは、発電装置とエネルギー蓄積装置を備え、前記センタからも前記複数の分
散電源システムに電力を融通する、請求項４または５に記載の分散型エネルギーコミュニ
ティーシステムの制御方法。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、複数の分散電源システムを有するエネルギーコミュニティーシステムに関し、
特に、発電装置とエネルギー蓄積装置を有する複数の分散電源システムが接続された電力
系統である分散型エネルギーコミュニティーシステムおよびその制御方法に関する。
【０００２】
【従来の技術】
分散電源システムにおいて発電装置の稼動率を上げるためには、またエネルギー蓄積装置
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し
から

送電する場合に
、送電する制御とを行なうセンタを有する

と
　

　前記各分散電源システムの運用管理を行なうセンタが 前記
、前記複数の分

散電源システムの間で電力を融通し合うために必要な発電量および受送電量の
前記複数の分散電源システム間で電力を融通する制御を行い、該

し
から

送電する場合に
、送電する制御を

行なう



の容量を小さくするためには、電力系統への逆潮流を行う必要がある。したがって、分散
電源システム間の電力授受をコミュニティー内において行うエネルギーシステムは、発電
装置の稼動率を上げるために効果的である。この場合、エネルギー蓄積装置としてバッテ
リーを用いる場合、余剰電力はバッテリーに充電されるが過充電になる前に系統に送電さ
せることになる。また、不足電力はバッテリーからの放電により補うが、過放電になる前
に系統から受電することになる。すなわち、コミュニティー系統内で余剰電力が生じた場
合には放電量を抑制し、不足電力が生じた場合は商用系統から買電することになる。
【０００３】
ところが、このように各分散電源システムが無計画に電力系統に対する受送電を行うとコ
ミュニティー全体でも一時的に余剰電力あるいは不足電力が生じてしまう場合があり、電
力系統の電圧が大きく変動する。
【０００４】
【発明が解決しようとする課題】
上述した従来のエネルギーシステムは、同じような電力需要の負荷特性を有する分散電源
システム間での電力授受では、コミュニティー内で電力を融通し合う割合が少なくなるた
めメリットがあまり出ない。したがって、電力需要の日負荷特性が異なる分散電源システ
ムをコミュニティー内に包括する必要があるが、この場合ある程度大規模なコミュニティ
ーとなるため、送電等による損失や系統電圧の電圧降下等を考慮した運用計画が必要とな
るという問題がある。
【０００５】
本発明の目的は、コミュニティー内における電力損失を最小にすることによって、エネル
ギーを有効に利用でき、さらに安定した系統電圧を維持できるシステムを提供することに
ある。
【０００６】
【課題を解決するための手段】
　本発明の分散型エネルギーコミュニティーシステムは、 発電装置とエネルギー蓄
積装置を有 複数の分散電源システムが

分散型エネルギーコミュニティーシステムにおいて、

発電装置の発電量
と、エネルギー蓄積装置のエネルギー貯蔵量 負荷の電力消費

量 データを受信し、 をもとに、各分散電源システム

発電量および受送電量
センタを

有することを特徴とする。
【０００７】
　また、本発明の分散型エネルギーコミュニティーシステムは、各々が発電装置とエネル
ギー蓄積装置を有し、電力需要の日負荷特性が異なる複数の分散電源システムが相互に接
続された分散型エネルギーコミュニティーシステムにおいて、各分散電源システムの発電
量と、エネルギー貯蔵量と、負荷の電力消費量を含むデータから得られた

予定値に基
づいて、 分散電源システム間 電力 融通 制御 制御にもかかわらず、発
電量が不足しエネルギー貯蔵量にも余裕がない分散電源システムが存在 、発電量が不足
しておらずエネルギー貯蔵量にも余裕がある分散電源システム 、前記発電量が不足し
エネルギー貯蔵量にも余裕がない分散電源システムへ 、送電損失が小さい
分散電源システムから優先的に発電量および送電量を増加させ

ことを特徴とする。
【０００８】
　前記センタ 発電装置とエネルギー蓄積装置を備え、 からも 分
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各々が
し、電力需要の日負荷特性が異なる 相互に接続され

た 各分散電源システムについて、当
該分散電源システムへの送電損失が当該分散電源システムのエネルギー蓄積装置の充放電
損失よりも小さくなるエリアを予め求め、各分散電源システムから、 を
示すデータ を示すデータと、

を示す これら が前記エリア内の送電損
失が小さい分散電源システムから優先的に電力の供給を受けるようにしながら、前記複数
の分散電源システムの間で電力を融通し合うために必要な の予定値
を分散電源システムごとに計算し、該予定値を当該分散電源システムに送信する

、前記複数の分
散電源システムの間で電力を融通し合うために必要な発電量および受送電量の

複数の で を する と、該
し

から
送電する場合に

、送電する制御とを行なう
センタを有する

は、 前記センタ 前記複数の



散電源システム 。
【００１４】
【発明の実施の形態】
図１に本発明の分散型エネルギーコミュニティーシステムの一実施形態の概略構成を示す
。図１に示すように、コミュニティー内には一戸建住宅１、集合住宅２、オフィス３、学
校４等様々な特性の電力負荷を有する複数の分散電源システムが存在する。本実施形態の
分散電源システムは、一戸建住宅１に例示したように、発電装置として燃料電池５を、エ
ネルギー蓄積装置としてバッテリー６を用いていて、負荷７に給電する。また、各分散電
源システムは制御装置８を有しており、送電するための電力線９およびデータ通信するた
めの通信線１０によりセンタ１１と接続される。センタ１１における制御監視装置１２は
データベース（不図示）を備え、各分散電源システムのデータを収集してデータベースに
蓄積し、このデータベースを基に各分散電源システムの運用管理を、通信線１０を利用し
て行う。また、センタ１１において商用電源１３と連系されており、コミュニティー内で
の分散電源システムだけでは必要な電力を供給できない場合においては、必要に応じて商
用電源１３より買電する。また、センタ１１に燃料電池１４とバッテリー１５を備えて、
ここから各分散電源システムへ電力を供給することとしてもよい。
【００１５】
図２に、図１の分散型エネルギーコミュニティーシステムにおける電力需要の日負荷特性
と電力補完の例を示す。図２において、曲線２０はオフィス３および学校４等の負荷の値
を示し、曲線２１は住宅１および２の負荷１３の値を示している。このように電力需要の
特性が異なる負荷を持つ分散電源システムがコミュニティー内に存在すると、電力を融通
し合うことにより、発電電力を有効に利用でき、大きな容量のバッテリー等を設置しなく
ても発電装置の稼動率を上げることができる。図２で矢印で示すように、朝夕においては
、オフィス３および学校４等の人があまりいないビルから、住宅へ電力を供給する。昼間
には、住宅で余った電力をオフィスおよび学校等へ供給する。ここでは、最も単純な例を
示しているが、コミュニティー内には上記のような分散電源システムが多数散在しており
、充放電損失や送電損失等を考慮した計画が必要となってくる。
【００１６】
発電電力および受送電電力の予定値の算出法について説明する。まず、各分散電源システ
ムの消費電力の予測値を過去のデータ、気象情報、および曜日や行事予定等から算出する
。すなわち、状況の類似した過去のデータを検索し、必要に応じて補正をかける。また各
分散電源システムについて、バッテリーの充放電損失よりも送電損失が小さくなるエリア
を予め計算しておく。簡単にするためには、電力線の枝分かれ等によるグループをそのエ
リアとしても良い。
【００１７】
図３に、本実施形態における発電電力および受送電電力の予定値算出フローを示す。この
算出方法は、ある時間帯において第一の分散電源システムの発電量が不足しているとする
と（ステップ S１）、前述の予め計算したエリア内において発電量と消費電力予測値の関
係から余裕のある分散電源システムを送電損失の小さい順に検索する（ステップ S２）。
このエリア内での補完で足りない場合には（ステップ S３）、バッテリーの放電容量およ
び消費電力予測値が発電量を下回る時間帯までを考慮して放電量を算出する（ステップ S
４）。これでも不足が解消されない場合には（ステップ S５）、そのエリア外に送電損失
が小さい順に発電に余裕のある分散電源システムを検索していく（ステップ S６）。なお
も電力が不足している場合には（ステップ S７）、その電力を商用から買電する電力とし
て積算していく（ステップ S８）。この手順を各分散電源システムについて同様に行って
いき（ステップ S９）、買電する必要がある場合にはその時間帯の買電予定値を算出する
（ステップ S１０）。以上のように各時間帯において同様に行っていき、算出された発電
電力および受送電電力を各分散電源システムに指令値として送信する。
【００１８】
実際の運用時においては、予定値の通りに電力需要があるものではなく、ある程度の変動
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に電力を融通するようにしてもよい



は予想され、また気象状態の変化や発電装置の故障等の原因で予定値から大きくずれる場
合もある。
【００１９】
図４に、コミュニティー内の発電量を調整する制御フローを示す。
【００２０】
この発電量の調整方法は、まず、電力が不足する分散電源システムを検索する（ステップ
S１１）。ここで、不足するというのは、フル発電しているにもかかわらず、バッテリー
の蓄電量に余裕がなくなってきた場合を示す。対象とする分散電源システムが見つかると
（ステップ S１２）、その分散電源システムに近い順に発電量に余裕がある分散電源シス
テムを検索していく（ステップ S１３）。余裕のある分散電源システムが見つかると、発
電量を必要な分だけ増加するように指令を出す（ステップ S１５）。フル発電してもまだ
電力が不足している場合には、さらに検索を継続して行う。コミュニティー内で電力不足
が補えない場合には、商用電源からの買電量を増加させる必要がある（ステップ S１７）
。電力が不足する分散電源システムが存在しない場合には、電力が余るすなわちバッテリ
ーが満充電になりそうな分散電源システムを検索する（ステップ S１８）。対象とする電
源が見つかると（ステップ S１９）、商用電源から買電中ならば（ステップ S２０）買電量
を抑制し（ステップ S２１）、買電中でなければ分散電源システムの発電量を抑制する（
ステップ S２２）。なお、故障等のために緊急で大きな電力不足が生じた場合には、バッ
テリーの放電等も併用してコミュニティー内における部分系統の電力不足を迅速に補う必
要はある。
【００２１】
以上のように、予め予測値が算出されていれば、コミュニティー内のエネルギー管理を電
力損失の最小化という点から常に最適に近い状態で運用制御することができる。また、系
統に対する受送電電力を予測し管理しているため、例えば、図１に示された各分散電源シ
ステム内の変圧器１６のタップ切り替えを遠隔で制御することにより、コミュニティー系
統内の電圧を安定に維持することも可能となる。
【００２２】
【発明の効果】
以上説明したように本発明によれば、分散型エネルギーコミュニティーにおいて、電力需
要の日負荷特性が異なる分散電源システム間においての電力補完が制御されるため、エネ
ルギー蓄積装置の容量を大きくすることなく発電装置の稼動率の高いシステムとすること
ができる。
【００２３】
また、充放電損失および送電損失を最小にできる状態で運用制御することにより、コミュ
ニティー内のエネルギーを有効に利用することができる。
【００２４】
さらに、発電電力および受送電電力の予定値を算出しておくことにより、エネルギー有効
利用の効果を十分に発揮することができる。
【００２５】
また、受送電電力の予定値に応じて系統電圧を制御することにより、コミュニティー内の
系統電圧の変動を比較的簡単に抑制できるという効果もある。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明の分散型エネルギーコミュニティーシステムの一実施形態の概略構成図で
ある。
【図２】図１の分散型エネルギーコミュニティーシステムにおける電力需要の日負荷特性
と電力補完の例を示す図である。
【図３】図１の実施形態における発電電力および受送電電力の予定値算出のフローチャー
トである。
【図４】図１の実施形態におけるコミュニティー内の発電量を調整する制御のフローチャ
ートである。
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【符号の説明】
１　　一戸建住宅
２　　集合住宅
３　　オフィス
４　　学校
５、１４　　燃料電池
６、１５　　バッテリー
７　　負荷
８　　制御装置
９　　電力線
１０　　通信線
１１　　センタ
１２　　制御監視装置
１３　　商用電源
１６　　変圧器
２０　　オフィス３および学校４等の負荷曲線
２１　　住宅１および２の負荷曲線
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【 図 １ 】 【 図 ２ 】
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【 図 ３ 】 【 図 ４ 】
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